
◎漁業経営に関する補償制度の改善のための漁船損害等補償法及

び漁業災害補償法の一部を改正する等の法律 
（平成二八年五月一八日法律第三九号）   

一、提案理由（平成二八年三月三一日・参議院農林水産委員会） 

○国務大臣（森山裕君） 漁業経営に関する補償制度の改善のための漁船損害等補償法

及び漁業災害補償法の一部を改正する等の法律案につきまして、その提案の理由及び主

要な内容を御説明申し上げます。 

 近年、漁業就業者の減少及び高齢化の進行、養殖業における配合飼料価格の高騰等我

が国漁業を取り巻く環境は厳しいものとなっており、自然環境に左右されやすい漁業の

再生産を確保し、漁業経営の安定を図ることがますます重要となっております。 

 こうした観点から、漁船損害等補償制度及び漁業災害補償制度という二つの補償制度

の改善を図り、今後ともこれらの制度が漁業経営の安定に資する役割を着実に果たして

いくことができるよう、この法律案を提出することとした次第であります。 

 次に、この法律案の主要な内容につきまして御説明申し上げます。 

 第一に、漁船損害等補償法の一部改正であります。 

 さきの東日本大震災において、一部の漁船保険組合では、巨額の保険金支払が発生し

たことにより保険金支払の財源が不足する事態となったところです。 

 こうした中で、今後、漁業者の減少や南海トラフ地震に備える必要があることから、

漁船保険組合の事業基盤の強化が急務となっております。 

 このため、漁船保険組合の区域制限を廃止することで、全国を区域とする漁船保険組

合の設立を可能とし、また、その設立に当たっては十分な保険金支払能力を有する者の

みを認可することとし、これにより事業基盤の強固な新たな漁船保険組合による安定的

な保険を漁業者が享受できることとしております。 

 加えて、近年においても、拿捕、抑留等の事案が依然として発生しているところです

が、現行の保険制度では、これらの事案による損害の補填が十分にできないため、現行

の保険の填補対象を拡大をし、拿捕、抑留等を原因とする油濁損害、給与損害、人命損

害及び漁獲物等の積荷に係る損害等も填補可能とすることとしております。 

 なお、これまで、抑留された漁船乗組員の給与支払については漁船乗組員給与保険で

保障を行ってきたところですが、今般の法改正により、拿捕、抑留等に填補対象を拡大

した漁船船主責任保険において保障可能となることから、漁船乗組員給与保険は廃止す

ることとしております。 

 第二に、漁業災害補償法の一部改正であります。 

 養殖共済については、地域内の養殖業者のうち、一人でも共済契約の申込みをしなか

った場合、意欲ある漁業者が共済に加入できないといった問題が生じていることから、

このような全員加入制度を撤廃をし、個々の漁業者が個別に共済に加入できるようにす

ることとしております。 



 さらに、養殖共済の対象魚種については、これまで海面養殖業のみを対象としてきた

ところですが、ウナギ養殖業の共済ニーズが高まっていることを踏まえ、内水面養殖業

も養殖共済の対象とすることとしております。 

 加えて、特定養殖共済における掛金補助制度については、地域内の特定養殖業者の全

員が共済に加入すれば、通常よりも高率の掛金補助が受けられる仕組みとなっておりま

す。 

 しかしながら、近年、漁業依存度の低い者が共済に加入しないことにより、意欲ある

漁業者が高率の掛金補助のメリットを享受できない問題が生じていることを踏まえ、漁

業依存度の低い者を除く全員が加入すれば高率の掛金補助を可能とすることで、漁業を

主たる生活基盤とする漁業者へのメリットを保障することとしております。 

 以上がこの法律案の提案の理由及び主要な内容であります。 

 何とぞ、慎重に御審議の上、速やかに御可決いただきますようお願いを申し上げます。 

二、参議院農林水産委員長報告（平成二八年四月六日） 

○若林健太君 ただいま議題となりました法律案につきまして、農林水産委員会におけ

る審査の経過と結果を御報告申し上げます。 

 本法律案は、最近における漁業を取り巻く情勢の変化に対応し、漁業経営に関する補

償制度を改善するため、漁船損害等補償法について漁船保険組合の区域制限等の廃止、

漁船保険等により填補する損害の範囲の拡大等を行うとともに、漁業災害補償法につい

て内水面において営む養殖業の養殖共済の対象への追加等を行う等の措置を講じようと

するものであります。 

 委員会におきましては、漁業補償制度改正の意義、漁船保険組織の統合一元化の課題、

内水面養殖業振興と補償の在り方等について質疑が行われましたが、その詳細は会議録

によって御承知願います。 

 質疑を終局し、採決の結果、本法律案は全会一致をもって原案どおり可決すべきもの

と決定いたしました。 

 なお、本法律案に対して附帯決議を行いました。 

 以上、御報告申し上げます。 

○附帯決議（平成二八年四月五日） 

漁業は、厳しい自然環境の中で営まれる産業であり、資源の急激な変動や事故発生の

危険性と常に隣り合わせにある。台風が常襲し、地震が多発する我が国にあっては、暴

風や高潮、津波等、漁業生産にとり大きなリスク要因が存在する。 

 こうした中、漁船損害等補償制度及び漁業災害補償制度は、中小漁業者の相互扶助の

精神の下、国の支援を通じて、漁業再生産の阻害の防止と漁業経営の安定のため、長年

にわたり重要な役割を果たしてきた。 

 しかし、近年、漁業就業者の減少や高齢化等を背景として、両制度の運営環境は厳し

さを増している。再び東日本大震災クラスの大規模災害に見舞われた場合でも、漁船保



険組合及び漁業共済組合が漁業者に対して保険金及び共済金の支払責任を十分に果たし

得るよう、効率的かつ機能的な組織運営及び事業基盤を確固たるものにしていく必要が

ある。 

 よって、政府は、本法の施行に当たり、次の事項の実現に万全を期すべきである。 

一 漁船保険組織の統合一元化が円滑に進むよう、漁船保険中央会及び漁船保険組合に

対し、助言その他必要な支援を行うこと。 

二 新たに漁船保険組合の設立認可要件となる資産の額については、大規模災害等にお

ける支払にも十分対応できる額を定めるとともに、組合の財政状況の把握に常時努め

ること。 

三 組織統合一元化に伴い、国と新たな漁船保険組合の二段階の再保険関係とするに当

たっては、組合による責任ある引受審査を確保しつつ、大規模災害発生時に、国が担

うべき危険負担を確保するため、国及び組合において適切に責任分担を行うこと。 

四 漁船保険の満期保険については、高船齢化が顕著となっているため、漁船の更新が

円滑に行えるよう、船齢制限の緩和と積立期間の延長を柔軟に行うこと。併せて、漁

業構造改革総合対策事業等の推進を通じ、高性能漁船の導入等による新しい操業・生

産体制への転換を促進すること。 

五 漁船の事故を未然に防止するため、復原性が高く転覆しにくい漁船の研究開発、衝

突事故防止用の船舶自動識別装置（ＡＩＳ）の普及、海中転落事故に備えたライフジ

ャケット着用啓発等の一層の推進を図るなど、漁船事故防止に係る事業を継続的に支

援すること。 

六 水産基本計画における資源管理・漁業経営安定対策の加入者が我が国漁業生産額の

九割を担うとの目標を達成するため、漁業共済への加入促進に向け適切に指導するこ

と。 

七 養殖共済の全員加入制度廃止に当たっては、漁業者に対する適切な国庫補助の下、

一層の加入促進が図られるよう、加入の在り方を適切に検討すること。 

八 特定養殖共済の掛金補助制度の要件を見直すに当たり、漁業の種類や地域の実態に

応じて、基準とする漁業依存度を適正に設定し、加入促進に努めること。 

九 内水面養殖業を養殖共済の対象とするに当たり、うなぎ養殖業を対象とする際には、

養殖共済実施可能性検証調査事業報告書等で指摘された問題点を踏まえ、的確に保険

設計を行うこと。併せて、うなぎ養殖業許可制の下で、資源管理を着実に実施するこ

と。 

十 近年の水産動植物の陸上養殖の普及実態に鑑み、ひらめ等の陸上養殖を養殖共済の

対象に追加することについて、引き続き検討を行うこと。 

  右決議する。 

三、衆議院農林水産委員長報告（平成二八年五月一二日） 

○小里泰弘君 ただいま議題となりました法律案につきまして、農林水産委員会におけ



る審査の経過及び結果を御報告申し上げます。 

 本案は、最近における漁業を取り巻く情勢の変化に対応して漁業経営に関する補償制

度の改善を図り、漁業経営の安定に資するため、漁船損害等補償について漁船保険組合

の区域制限等の廃止、漁船保険等により填補する損害の範囲の拡大等を行うとともに、

漁業災害補償について内水面において営む養殖業の養殖共済の対象への追加等を行う等

の措置を講じようとするものであります。 

 本案は、去る四月六日参議院から送付され、五月九日本委員会に付託されました。 

 委員会におきましては、翌十日森山農林水産大臣から提案理由の説明を聴取し、昨十 

一日質疑を行いました。質疑終局後、採決の結果、本案は全会一致をもって原案のとお

り可決すべきものと議決した次第であります。 

 なお、本案に対し附帯決議が付されました。 

 以上、御報告申し上げます。 

○附帯決議（平成二八年五月一一日） 

漁業は、厳しい自然環境の中で営まれる産業であり、資源の急激な変動や事故発生の

危険性と常に隣り合わせにある。台風が常襲し、地震が多発する我が国にあっては、暴

風や高潮、津波等、漁業生産にとり大きなリスク要因が存在する。 

 こうした中、漁船損害等補償制度及び漁業災害補償制度は、中小漁業者の相互扶助の

精神の下、国の支援を通じて、漁業再生産の阻害の防止と漁業経営の安定のため、長年

にわたり重要な役割を果たしてきた。 

 しかし、近年、漁業就業者の減少や高齢化等を背景として、両制度の運営環境は厳し

さを増している。再び東日本大震災クラスの大規模災害に見舞われた場合でも、漁船保

険組合及び漁業共済組合が漁業者に対して保険金及び共済金の支払責任を十分に果たし

得るよう、効率的かつ機能的な組織運営及び事業基盤を確固たるものにしていく必要が

ある。 

 よって、政府は、本法の施行に当たり、左記事項の実現に万全を期すべきである。 

     記 

一 漁船保険組織の統合一元化が円滑に進むよう、漁船保険中央会及び漁船保険組合に

対し、助言その他必要な支援を行うこと。 

二 新たに漁船保険組合の設立認可要件となる資産の額については、大規模災害等にお

ける支払にも十分対応できる額を定めるとともに、組合の財政状況の把握に常時努め

ること。 

三 組織統合一元化に伴い、国と新たな漁船保険組合の二段階の再保険関係とするに当

たっては、組合による責任ある引受審査を確保しつつ、大規模災害発生時に、国が担

うべき危険負担を確保するため、国及び組合において適切に責任分担を行うこと。 

四 漁船保険の満期保険については、高船齢化が顕著となっているため、漁船の更新が

円滑に行えるよう、船齢制限の緩和と積立期間の延長を柔軟に行うこと。併せて、漁



業構造改革総合対策事業等の推進を通じ、高性能漁船の導入等による新しい操業・生

産体制への転換を促進すること。 

五 復原性が高く転覆しにくい漁船の研究開発、衝突事故防止用の船舶自動識別装置

（ＡＩＳ）の普及、海中転落事故に備えたライフジャケット着用啓発等の一層の推進

等、漁船操業の安全対策に必要な予算や人員を確保するなど、労働環境の整備等に特

段の努力をすること。 

六 水産資源の適切な保存・管理や水産資源に関する調査・研究を引き続き推進すると

ともに、水産基本計画における資源管理・漁業経営安定対策の加入者が我が国漁業生

産額の九割を担うとの目標を達成するため、漁業共済への加入促進に向け適切に指導

すること。 

七 養殖共済の全員加入制度廃止に当たっては、漁業者に対する適切な国庫補助の下、

一層の加入促進が図られるよう、加入の在り方を適切に検討すること。 

八 特定養殖共済の掛金補助制度の要件を見直すに当たり、漁業の種類や地域の実態に

応じて、基準とする漁業依存度を適正に設定し、加入促進に努めること。 

九 内水面養殖業を養殖共済の対象とするに当たり、うなぎ養殖業を対象とする際には、

養殖共済実施可能性検証調査事業報告書等で指摘された問題点を踏まえ、的確に保険

設計を行うこと。併せて、うなぎ養殖業許可制の下で、資源管理を着実に実施するこ

と。 

十 近年の水産動植物の陸上養殖の普及実態に鑑み、ひらめ等の陸上養殖を養殖共済の

対象に追加することについて、引き続き検討を行うこと。 

 右決議する。 


